就　業　規　則
第1章　総　　則
（目　　的）
第１条

1. この規則は、正規スタッフの服務規律、労働条件その他の就業に関する事項を定めたものである。
2. この規則およびこれに付属する諸規程等に定めのない事項については、労働基準法その他の法令の定めるところによる。
（適用範囲）

第2条


この規則は第2章で定める手続きにより採用されたスタッフに適用する。ただし、パートタイム社員、短時間正社員の就業に関し必要な事項については、個別に結ぶ雇用契約または別に定める規程によるものとし、本規則は適用しない。

（規則遵守の義務）
第3条


クリニックおよびスタッフは、この規則およびこの規則の付属規程を遵守し、相互に協力して円滑な事業の運営に努めなければならない。
第2章　採用および異動
（採　　用）
第4条


1. クリニックは、就職を希望する者の中から、書類および面接選考、筆記試験等の選考の上、適格者をスタッフとして採用する。

2. スタッフとしてクリニックに入社を希望する者は、次の書類を提出しなければならない。
1 自筆の履歴書（写真添付）

2 健康診断書

3 学業成績証明書

4 最終学校卒業（または見込み）証明書

5 そのほか会社が必要と認める書類

（採用時の提出書類）

第5条

.スタッフとして採用の内定を受けた者は、クリニックの求めに応じて、履歴書、誓約書等の書類を提出しなければならない。

1. スタッフとして採用された者は、入社の日から2週間以内に次の書類を提出しなければならない。ただしクリニックが特に必要が無いと認めた場合は、その一部を省略することができる。

1 住民票記載事項証明書

2 身元保証書

3 誓約書

4 給与所得者の扶養控除申告書及び扶養家族申請書

5 年金手帳および基礎年金番号通知書
6 雇用保険被保険者証

7 給与振込口座申請書

8 その他クリニック必要と認めたもの

2. 前項の書類を所定の期日までに提出しなかった者は、第44条に定める制裁の規定を適用する場合がある。ただしやむを得ない事情があるとクリニックが認めた場合はこの限りではない。

3. 入社に際し、履歴を偽りまたは不実の陳述をしたものは、採用を取り消すことがある。
4. 異動があった場合はそのつど速やかに届け出なければならない。

（労働条件の明示）
第6条


1. クリニックは、スタッフとの労働契約の締結に際しては、労働条件通知書を交付して、労働条件を明示する。

2. 前項の書面により明示する事項は、次の事項である。

1 労働契約の期間に関する事項

2 就業の場所、従事する業務の内容に関する事項

3 始業・終業の時刻、時間外労働の有無、休憩時間、休日・休暇、交替制勤務をさせる場合は就業時転換に関する事項

4 賃金の決定、計算、支払いの方法、賃金の締め切り・支払いの時期に関する事項

5 退職に関する事項（解雇の事由も含む。）

1. 身元保証人は経済的に独立した者でクリニックが適当と認めた者とする。

2. 身元保証人の保証期間は5年とする。
（試用期間）
第8条

1. 新たに採用したものについて、採用の日から3ヶ月間を試用期間とする。

2. ただし、一定の経験を有するものなどにはクリニックの判断で試用期間を設けないこともできる。

3. 新たに採用したスタッフについて、3ヶ月間の試用期間で採用決定しないときは、試用期間を延長することがある。

4. 試用期間中、または試用期間満了の際、引き続きスタッフとして勤務させることが不適当と認められる者については、第39条の解雇予告の手続きに従い解雇する。

5. 試用期間は勤務年数に通算する。

（試用期間中の解雇）

第9条

試用期間中の者が次の各号のいずれかに該当するときは、当該期間の途中であ
る場合でも解雇する。

1 正当な理由のない欠勤・遅刻・早退を繰り返すとき

2 勤務態度・業務遂行能力・適性等に問題があり、スタッフとしての適格性がないとクリニックが判断したとき

3 第38条に定める解雇事由または第46条に定める懲戒解雇事由に該当したとき

（人事異動）
第10条
1. クリニックは業務上の必要がある場合、配置転換、転勤、または従事する職務内容の変更を命ずることがある。

2. 前項の命令を受けたスタッフは、正当な理由なくこれを拒むことはできない。

第3章　服務規律
（服務の原則）
第12条

1. スタッフは、院長指示命令を誠実に守り、互いに協力して職責を遂行するとともに、職場の秩序の保持に努めなければならない。

2. 院長は、部下の指導に努めるとともに率先して職務の遂行にあたらなければならない。
（遵守事項）
第13条
スタッフは次の事項を特に遵守しなければならない。

1 勤務中は職務に専念し、みだりに職務の場所を離れないこと

2 始業時刻及び休憩終了時刻にはすぐに業務に取り掛かれるようにしておくこと

3 無断欠勤・無断遅刻など周囲の信頼を失う行動をしないこと

4 クリニックのパソコンでインターネット、E-mail等を私的に利用しないこと（クリニックは不正使用がないかチェックすることができる）

5 許可なくクリニックの施設、資材、製品、商品、金銭その他の物を他人に貸与したり、持ち出したりしないこと
6 クリニックの備品を私用に供しないこと

7 業務に関し不正不当に金品、接待を授受しないこと

8 職務上知り得たクリニックの業務の方針、重要事項等の機密を外部の人に話したり、関係する書類を見せたりしないこと。また、雑談などから当該内容を外部の人に察知されないよう気を配ること

9 クリニックの命令及び規則に違反しないこと。また、院長に反抗したり、その業務上の指示及び計画を無視しないこと

10 顧客、取引先及び他のスタッフのひんしゅくを買うような服装、行動等はしないこと

11 酒気を帯びて勤務に服さないこと

12 取引先より金品の贈与を受けたり、要求したりしないこと

13 許可なく、他の医院に籍をおいたり、自ら事業を営まないこと

14 常に健康に留意し、積極的な態度で業務に精励すること

15 勤務中は、監督者の指示に従い業務に精励するとともに、同僚とも協調して
医業の発展に努めること

16 業務時間中に政治活動・宗教活動その他これに類する行為をしないこと

（セクシュアル・ハラスメントの防止）
第14条

1. 職場または業務に関連する場所において、性的いやがらせ（セクシャルハラスメント）に当たる行為をしないこと。

2. セクシャルハラスメントに対する苦情を受け付ける窓口を設置する。セクシャルハラスメントを受けた場合には、当該窓口に相談することができる。

3. セクシャルハラスメントに当たる行為を行った社員は第46条に定める懲戒処分の対象とする。

（みだしなみ）

第15条

1. 服装は奇抜なものは避けること、また、外出時には場にふさわしいものを選択するよう心がけること

2. 頭髪については、医療スタッフとしてふさわしくないものは避け、清潔感を心がけること

(競業避止義務)

第16条

1. スタッフは、在職中及び退職後を通じて、業務上必要な場合を除き、重要な秘密を外部に漏らしたり、業務外の目的に使用することはできない。

2. スタッフは、在職中及び退職後を通じて、クリニックの承諾なしに、前項の秘密を利用して競業的行為を行うことはできない。

3. スタッフが退職後1年の間に、開業または同業他社に就職する場合は、院長の承諾を得るものとする。

第4章　勤　　務
第1節　労働時間・休憩および休日
（勤務時間及び休憩時間）

第17条
1. スタッフの始業、終業および休憩の時刻は、次のとおりとし、実勤務時間は１日8時間とする。また、1週間の労働時間は40時間を超えないものとする。
　　　　午前診　　　始業時刻　午前９時　　　　終業時刻　午後１時まで

　　　　午後診　　　始業時刻　午後４時　　　　終業時刻　午後８時まで

　　

2. 毎月１日を起算日とする１か月単位の変形労働時間制により、毎週４０時間の勤務となるシフト表を作成し、ローテーションにより勤務する。
3. 休憩時間は自由に利用することができる。

4. 始業・終業時刻は、業務の都合によりあらかじめ当該スタッフに通知して変更することがある。
（休日）

第18条

1. 所定休日は次のとおりとする。

1 日曜日（法定休日）
2 木曜日(所定休日)
3 国民の祝日

4 年末年始　12月31日より1月3日まで（ただし、土曜日、日曜日、祝日を含むものとする）

5 夏休み　８月１日～８月３１日の間に希望する日を２日

2. 前項の規定にかかわらず、毎月１日を起算日とする１か月単位の変形労働時間制により、毎週４０時間の勤務となるシフト表を作成し、ローテーションにより勤務することがある。
（時間外、休日及び深夜労働）

第19条

1. 業務の都合により、第17条の所定労働時間を超え、又は第18条の所定休日及び午後10時から午前5時までの深夜に労働させることがある。

2. 前項の時間外、休日及び深夜労働とは院長の指示あるいは院長に申請し承認された場合のみを対象とする。

3. 時間外、休日及び深夜労働を行う者は、事前にクリニック所定の申請書で院長に申請を行い承認を得なければならない。ただし、業務上の都合により事前申請が困難な場合のみ事後申請を認めるものとする。

4. 妊娠中の女性および産後１年を経過しない女性が請求した場合には、時間外および休日勤務を命じない。

5. 小学校低学年までの子を養育または家族の介護をしているスタッフから請求があった場合には、時間外勤務は、１ヶ月２４時間、１年１５０時間以内とする。

（振替休日）

第20条

1. 業務上の都合により必要がある場合は事前に予告して第18条の休日を他の休日に振替えることがある。

2. 前項の予告にもかかわらず、正当な理由なくその日に勤務しないときは、欠勤として扱う。

（代休）

第21条

1. 業務上の必要により第19条の休日勤務したときは代休を与える。

2. 前項の代休は、休日勤務した日から１ヶ月以内に取得しなくてはならない。

第2節 出退勤・遅刻および早退

（出勤・退勤）
第22条

1. スタッフは業務を開始及び終了に当たっては、その時刻を出勤簿に自ら記録しなければならない。

2.スタッフは、事前準備を行うことを心がけ、始業時刻には直ちに業務に着手できるようにしなければならない。また終業時刻までは業務を行い、終業時刻前に帰り支度や業務から離れるようなことはしてはならない。

（遅刻・早退）
第23条

1. スタッフが遅刻または早退する場合は、所定の用紙にて予め院長に届け出なければならない。

2. 交通事情などによりやむを得ない場合は速やかに電話等で連絡をし、出社後、所定の用紙にて届け出なければならない。
（欠　　勤）
1. 第24条
んいでにその理由、日数等をクリニック所定の用紙にて院長に届け出なければならない。

2. 前項の規定にかかわらず、傷病等のやむを得ない理由がある場合には、当日始業時刻前までに電話等で会社に連絡し、出社後、速やかに届出をしなければならない。

3. スタッフが前1～2項の連絡及び届け出を怠った場合、あるいはクリニックが認めない場合は無断欠勤とする。
（外　　出）
第25条


スタッフが社用またはやむを得ない事由により外出する場合は、あらかじめ院長に
届け出なければならない。

第3節 事業所外勤務および出張

（事業所外勤務及び出張）
第26条

1. 第17条の労働時間の規定にかかわらず、外勤、出張その他院外で就業し、労働時間の算定が困難な場合は、所定労働時間労働したものとみなす。

2. 前項の規定にかかわらず、労働時間の算定が困難な場合クリニックとスタッフ代表者の間で協定が結ばれた場合には、協定で結ばれた時間を労働したものとみなす。

第4節　休　　暇

（年次有給休暇）

第27条

1. クリニックは６ヶ月断続勤務し、全労働日の8割以上出勤したスタッフに対して、勤続年数に応じ、次の表のとおり年次有給休暇を付与する。

	継続勤務年数
	6ヶ月
	1年６ヶ月
	2年６ヶ月
	3年６ヶ月
	4年６ヶ月
	5年6ヶ月
	6年６ヶ月以降

	有給休暇日数
	10
	11
	12
	14
	16
	18
	20


2. 発生後1年以内に使用できなかった年次有給休暇は、翌年度に限り繰り越されるものとする。

3. スタッフは年次有給休暇を取得しようとするときは、休暇日の前日までに請求するものとする。ただしクリニックは、事業の正常な運営を妨げると判断したときは、スタッフの指定した時季を変更することがある。

4. 前項の規定にかかわらず、スタッフ員代表との書面による協定により、各スタッフの有する年次有給休暇のうち5日を超える部分について、あらかじめ時季を指定して与えることができる。

5. スタッフが急な事由により欠勤した場合には、クリニックがやむを得ない事由であると認めた場合に限り、欠勤日を年次有休休暇取得日に振り替えることができるものとする。

（比例付与の有給休暇）
第28条

1. 第27条の規定にかかわらず、週所定労働時間が30時間未満で、週所定労働日数が4日以下又は年間所定労働日数が216日以下のスタッフに対しては、次の表のとおり勤続年数に応じた日数の年次有給休暇を与える。

	週所定

労働日数
	1年間の所定労働日数
	雇い入れ日から起算した継続勤務期間

	
	
	6ヶ月
	1年

6ヶ月
	２年

6ヶ月
	3年

6ヶ月
	4年

6ヶ月
	5年

6ヶ月
	6年

６ヶ月

	4日
	169日～216日
	7日
	8日
	9日
	10日
	12日
	13日
	15日

	3日
	121日～168日
	5日
	6日
	6日
	8日
	9日
	10日
	11日

	2日
	73日～120日
	3日
	4日
	4日
	5日
	6日
	6日
	7日

	1日
	48日～

72日
	1日
	2日
	2日
	2日
	3日
	3日
	3日


2. 取得しなかった年次有給休暇は翌年に限り繰り越すことができる。

（産前産後の休暇）
第29条

1. クリニックは、6週間（多胎の場合は14週間）以内に出産する予定の女性スタッフが請求した場合には、産前休暇を与える。
2. クリニックは、産後8週間を経過しない女性スタッフを勤務させることはない。ただし、産後6週間を経過した当該女性社員が請求した場合は、医師が、支障がないと認めた業務に就かせることがある。
3. 産前産後の休暇期間中は、無給とする。
（生理日の休暇）
第30条

1. 生理日の就業が著しく困難な女性スタッフから請求があった場合はその必要な日数の休暇を与える。
2. 生理日の休暇期間中は、無給とする。
（育児時間）

第31条　
生後満１年に達しない生児を育てる女性スタッフが申し出たときには、所定休憩

間のほかに１日２回各30分の育児時間を与える。この時間は無給とする。

（通院休暇）

第32条　
1. 妊娠中又は出産後１年を経過しない女性スタッフから、母子健康法に基づく健康診査又は保健指導を受けるために、通院に必要な時間を請求された場合には、所定労働時間内に通院休暇を与える。この時間は無給とする。
2. 妊娠中又は出産後１年を経過しない女性スタッフから、健康診査又は保健指導に基づき勤務時間等について医師等の指導を受けた旨、申し出があった場合、妊娠中の通勤緩和、休憩の特例及び諸症状に対応する措置を講ずることとする。
（特別休暇）

第33条
1. スタッフが次の事由により休暇を申請した場合は、次のとおり特別休暇を与える。ただし、日数には第18条に定める休日を含むものとする。

1 スタッフが結婚をするとき・・・・・継続して5日

2 妻が出産するとき・・・・・・・・・・・継続して2日

3 父母、配偶者または子が死亡したとき・・・・・・・・継続して5日

2. 特別休暇は有給とする。
第5節　休　　職

（休職）

第34条

1. スタッフが次の事由に該当するときは、所定の期間休職とする。

1 私傷病による欠勤が1ヶ月を超え、なお療養を継続する必要があるため勤務することができないと認められたとき　　　

2 自己の都合により休職を願い出て承認されたとき

3 前号の他、特別な事情があり休職させることが適当と認められるとき
2. 休職期間は次のとおりとする。
（１）前項第１号の事由によるもの
勤続満１年未満の者　　　　　　　　　対象外　　なし

勤続満１年以上５年未満の者　　　　１か月
勤続５年以上の者　　　　　　　　　　　３か月
（２）前項第２号・第３号の事由によるもの　　　必要な期間
3. 休職期間中に休職事由が消滅したときは、元の職務に復帰させる。ただし、元の職務に復帰させることが困難な場合、または不適当な場合には、業務の必要があると認められる他の職務に復帰させることがある。

4. １項にかかわらず、復職後3ヶ月以内に同一の事由により休職をする場合は前後の休職期間は通算する。

5. クリニックはスタッフが休職する必要があるかどうかの判断をするために、スタッフにクリニック指定の医師への検診を命ずることがある。スタッフは正当な理由なくこれを拒否することはできない。

6. 休職期間満了までに休職事由が消滅しない場合は自然退職とする。

7. 休職期間中は原則として無給とする。ただし、スタッフが特別に認めた場合は有給とする場合がある。

8. 休職期間中は原則として勤続年数に算入しない。ただし、クリニックが特別に認めた場合は勤続年数に算入する場合がある。

9. 本条は試用期間中の者には適用しない

第5章　定年・退職および解雇
（定　　年）

第35条

1. スタッフの定年は、満60歳に達した日とする。

2. 定年に達したスタッフについては、当該社員が引き続きの雇用を希望する場合、満65歳に達するまでの間、再雇用することとする。
3. 前項の再雇用の対象となる者については、クリニックとスタッフの過半数を代表するものとの間で別途締結された協定に従ってその基準を定め、クリニックが別途定める再雇用規程に従うものとする。

（退　　職）
第36条


スタッフが、下記の各号の一に該当する場合はその日を退職の日とし、スタッフとしての身分を失う。
1 死亡したとき

2 クリニックに届出のない欠勤が所定の休日も含め連続14日間に及んだ時

3 自己の都合により退職を願い出て、承認されたとき

4 定年に達したとき

5 期間を定めて雇用した者の雇用期間が満了したとき

6 休職期間が満了しても復職できないとき

（退職手続）

第37条

1. スタッフが自己の都合で退職する場合は、原則として１ヶ月前、少なくとも１４日前までに退職願いを提出しなければならない。
2. 前項の定めにより退職願を提出したものは、退職の日まで従前の業務に従事するとともに、院長の指示に従い、必要事項の引継ぎを完全に行わなければならない。

3. 前条2号において、スタッフがクリニックと連絡をとれなかったことについて、やむを得ない理由があるとクリニックが認めたときは、退職として扱わない。

4. 前条2号の理由で退職とする場合には、退職の事実を、クリニックに届け出ているスタッフの住所又はスタッフの家族に対し郵送により通知するものとする。

（解　　雇）
第38条


スタッフが下記の各号の一に該当した場合は、解雇する。
1 精神または身体の障害により、業務に耐えられないと認められる時

2 勤務成績または勤務態度が著しく不良で、改善の見込みがない時

3 事業の縮小または廃止、その他事業の運営上やむを得ない事情により、スタッフの減員が必要になった時

4 懲戒解雇に該当する事由がある時

5 その他前各号に準ずるやむを得ない事由がある時

（解雇予告）
第39条

1. クリニックが前条によりスタッフを解雇する場合は、解雇する日の30日前に予告するか、あるいは平均賃金または給与の30日分を支給し、即日解雇する。ただし、下記の各号に該当する場合は、解雇の予告をせず、または解雇予告手当を支給することなく解雇する。
1 天災事変その他やむを得ない事由のため事業の継続が不可能な場合で行政官庁の認定を得たとき

2 スタッフの側に重大な責めがあることにつき労働基準監督署長の認定を得たとき

3 試用期間中の者を雇入れ後14日以内に解雇するとき

2. 前項の予告日数は、平均賃金の1日分を支払ったごとに、その日数分だけ短縮する。
（解雇の制限）
第40条


業務上の傷病による療養のため休職する期間およびその後30日間、ならびに産
前産後の女性が休職する期間およびその後30日間は解雇しない。ただし、業務上
の傷病の場合において、療養開始後3年を経過しても傷病が治癒せず、打切補償
を支給したとき及び労働者災害補償保険の傷病補償年金の支給を受けることがで
きるときは、解雇することができる。
（金品の返納）
第41条


1. スタッフが退職または解雇された場合は、クリニックからの借入品、その他健康保険証などを、7日以内に返納しなければならない。
2. 既往の労働に対して所定の給与支払日に賃金を払う。ただし、権利者から請求があったときは７日以内に支払う。賃金以外の金品についても同様とする。

(退職時の証明)

第42条

1. クリニックは退職または解雇された者が、退職証明書の交付を願い出た場合は、速やかにこれを交付する。

2. 前項の証明事項は、使用期間、業務の種類、クリニックにおける地位、賃金および退職の事由とし、本人からの請求事項のみを証明する。

3. 第1項の証明書は、解雇の場合であって、クリニックから解雇の理由について請求があったときは、解雇予告から退職の日までであっても交付する。
第６章　賞　　罰
（表　　彰）
第43条


クリニックは、スタッフが次のいずれかに該当する場合は、表彰する。

1 業務上有益な創意工夫、改善、開発等を行い、会社の運営に貢献した時

2 社会的功績があり、クリニック及びスタッフの名誉となった時

3 長年にわたり、業績に多大な貢献をした時

4 前各号に準ずる功労のあったとき

（制裁の種類）

第44条


この就業規則及び関連する諸規程の禁止・制限事項に抵触するスタッフは以下のいずれかの制裁を行う。

訓戒　　　　　始末書を取り将来を戒める

減給　　　　　始末書を取り、1回の額が平均賃金の1日分の半額、総額が一賃金
支払期における賃金総額の10分の1以内で賃金を減給する

出勤停止　　始末書を取り、7日を限度として出勤の停止を命じ、その期間の賃金は支払わない

諭旨退職　退職届を提出するように勧告する。尚、勧告をした日から7日以内に退職届の提出がない場合は懲戒解雇とする

懲戒解雇　予告期間を設けることなく即時解雇をする。この場合、労働基準監督署長の認定を受けた場合は、解雇予告手当は支給しない

（訓戒、減給及び出勤停止）

第45条


スタッフが次のいずれかに該当するときは、減給または出勤停止処分とする。ただし、情状により訓戒に留める場合もある。

1 正当な理由がなく欠勤、遅刻、早退を重ねたとき
2 業務上の怠慢によって失態があったとき
3 過失により災害または、営業上の事故を発生させ、クリニックに重大な損害を与えたとき
4 第３章の服務規律等に違反した場合でその事案が軽微なとき
5 クリニックの秩序や風紀を乱す行為のあったとき
6 監督不行き届きのため重大な事態が生じ、そのため部下が懲戒されたとき　　　　　
7 その他前各号に準ずる程度の不都合な行為を行ったとき
（懲戒解雇）

第46条


スタッフが次のいずれかに該当する時は、懲戒解雇とする。ただし、情状により諭旨退職及び出勤停止処分とすることがある。

1 正当な理由がなく無断欠勤をした場合に、当該無断欠勤をした日以前6ヶ月間の間に連続・断続を問わず7日以上の無断欠勤があり、その間出勤の督促をしても応じないとき
2 重要な経歴を偽り、採用されたとき
3 刑事事件で有罪の判決を受け、社名を著しく汚し信用を失墜させたとき
4 故意または重大な過失により、災害または営業上の事故を発生させ、クリニックに重大な損害を与えたとき
5 監督不行き届きのため重大な失態がありそのために部下が懲戒されたとき
6 クリニックの許可を受けずに在職のまま他の事業の経営に参加したり、または他の会社に雇用されたり、あるいは、自ら事業を営むとき
7 職務上の地位を利用して第3者から報酬を受け、若しくはもてなしを受ける等、自己の利益を図ったとき
8 第3章に定めた服務規律等に違反した場合であって、その事案が重大なとき
9 前条の規定により、訓戒、減給及び出勤停止の処分を受けたのにもかかわらず、尚改善の見込みがないとき
10 タイムカードの打刻、出勤簿の捺印を他人に依頼し、または依頼に応じたとき
11 暴行、脅迫その他不法行為をして著しくクリニックの秩序を乱したとき
12 職務上知り得たの秘密事項（顧客データ等を含む）を第三者に漏らし、または漏らそうとしたとき
13 クリニックの所有物（顧客データ等を含む）を私用に供し、または盗んだとき
14 クリニックにおいて許可なく文書の配布、貼付を行い、または集会を行ったとき

15 クリニックでセクシャルハラスメントとなる行為を行い、秩序や風紀を乱したとき

16 第45条の規定により、戒告、減給および出勤停止の処分を受けたにもかかわらず、改善の見込みがないとき

17 その他前各号に準ずる程度の行為があったとき
　
第7章　給　　与
（給与の原則）
第47条　
給与に関する詳細は、「給与規程」によるものとする。
第48条
　特別に功労のあった者に対し、退職金を支給することがある。
第8章　育児および介護休業等
（育児休業）
第49条　
育児休業に関する詳細は、「育児休業規程」によるものとする。
（介護休業）
第50条　
介護休業に関する詳細は「介護休業規程」によるものとする。

第9章　安全衛生および災害補償

（遵守義務）

第51条


スタッフは安全衛生に関して、クリニックの指示に従い、クリニックの行う安全衛生に関する措置に協力しなければならない。

（労働環境）

第52条

1. クリニックは換気、十分な照明その他スタッフが職務を遂行するに適切な労働環境の整備に最善を尽くすものとする。

2. スタッフは、事故の予防及び勤務環境の安全と整理の為に労働環境の整備に努めなければならない。

（健康診断）

第53条

1. クリニックはスタッフに対し採用時および年1回の健康診断を実施する。
2. 健康診断は必ず全スタッフがこれを受けなければならない。
3. 前項の定めにかかわらず、特別の理由がある場合には他の医師の健康診断を受け、その診断書をクリニックに提出することで本来の健康診断に代えることができる。

（就業制限等）

第54条


クリニックは健康診断の結果、スタッフの健康を保持するために必要があると認められる時は、医師の指示に従って各号のいずれかの措置をとる。
1 就業を一定期間禁止または制限する

2 軽易な業務に配置転換する

3 その他必要な措置を講じる
（災害補償等）

第55条

1. スタッフが業務災害又は通勤災害を被ったときは、労働基準法の定めるところによりその療養費等に必要な給付を受けることができる。

2. ただし、前項の規定にかかわらず、労働者災害補償保険法の定めによる各種補償を受けた場合はこの限りではない。

第11章 教育訓練
（教育）

第56条　
1. クリニックは、スタッフに対して、業務に必要な知識を高め、技能を向上するための教育を行うことがある。

2. スタッフは、クリニックから教育訓練を受講するよう指示された場合には、特段の事由がない限り指示された教育訓練を受けなければならない。

（付　　則）
本規則は、平成24年1月１日から施行する。
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